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議第８７号 

 

 

令和６年度村上市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 

 （総   則） 

第１条 令和６年度村上市の下水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （資本的収入及び支出） 

第２条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，２２８，４９０  

千円は、当年度分消費税等資本的収支調整額６４，５７１千円及び当年度分損益勘定留保資金１，１６

３，９１９千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，２７３，９８９千円は、当年

度分消費税等資本的収支調整額７９，２７２千円、過年度分損益勘定留保資金１３０，００３千円及び

当年度分損益勘定留保資金１，０６４，７１４千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正す

る。 

 

 

 （科   目）     （既決予定額）      （補正予定額）       （計） 

                     支  出 

 第１款 資本的支出  ５，０１７，１５３千円   ４５，４９９千円  ５，０６２，６５２千円 

第４項 出資金返還金        １千円   ４５，４９９千円     ４５，５００千円 

 

 

 

 令和 ６年 ９月 ２日  提 出 

                         村 上 市 長  高 橋 邦 芳 

 

令和 ６年 ９月  日  議 決 

                         村上市議会議長  三 田 敏 秋
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令和６年度 村上市下水道事業会計補正予算実施計画説明書 

 

資本的収入及び支出             

支 出 

                                 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 資本的支出   5,017,153 45,499 5,062,652 

 ４ 出資金返還金  1 45,499 45,500 

  １ 出資金返還金 1 45,499 45,500 
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                   (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

出資金返還金 45,499 一般会計出資金返還金 
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物         8 年～50 年 

      構築物       40 年～50 年 

      機械及び装置     6 年～22 年 

車両及び運搬具     2 年～ 6 年 

工具、器具及び備品  2 年～20 年 

  (2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

  (3) リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 

２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12

月から 3 月までの 4 か月分）を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 

 

 



5 
 

Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

   リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

15,336,228 千円である。 

 

Ⅳ．セグメント情報の概要 

 １ 報告セグメントの概要 

   村上市下水道事業では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、

農業集落排水事業及び個別排水処理事業を運営しているが、事業の一体性

等の観点から「公共下水道事業」、「農業集落排水事業」の２つを報告セ

グメントとしている。各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとお

りである。 

 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 

下水道法上の下水道、公共下水道及び特定環境保

全公共下水道において、汚水及び雨水の処理を行

う事業 

農業集落排水事業 
下水道法上の下水道以外のもの、農業集落排水施

設、個別浄化槽において汚水の処理を行う事業 
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 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和 6 年 4 月 1 日 至 令和 7 年 3 月 31 日） 

（単位：千円）  

 公共下水道事業  農業集落排水事業 合  計  

営業収益  

営業費用  

706,150 

2,641,896 

161,898 

793,870 

868,048 

3,435,766 

営業損益  

経常損益  

△1,935,746 

△50,315 

△631,972 

5,422 

△2,567,718 

△44,893 

セグメント資産  51,047,267 13,559,032 64,606,299 

セグメント負債  45,358,828 11,752,453 57,111,281 

その他の項目  

一般会計繰入金  

減価償却費  

受取利息  

支払利息  

特別利益  

特別損失  

うち減損損失  

 

2,371,810 

1,701,260 

 

265,612 

3 

236 

 

 

698,231 

495,664 

 

62,200 

 

65 

 

 

3,070,041 

2,196,924 

 

327,812 

3 

301 

 

 

Ⅴ．その他の注記 

 (1)  償却資産に関わる経過措置 

   償却資産については、供用開始時から減価償却が行われてきたものとし

て算定した当年度期首の帳簿価額を帳簿原価として処理している。 

 

 



（単位：千円）

１

(１)下 水 道 使 用 料 845,463

(２)負 担 金 22,579

(３)受 託 工 事 収 益

(４)その他営業収益 6 868,048

２

(１)管 渠 費 167,308

(２)ポ ン プ 場 費 43,192

(３)処 理 場 費 873,039

(４)受 託 工 事 費

(５)業 務 費 45,167

(６)総 係 費 83,695

(７)減 価 償 却 費 2,196,924

(８)資 産 減 耗 費 25,000

(９)その他営業費用 1,441 3,435,766

2,567,718

３

(１)受取利息及び配当金

(２)補 助 金 1,807,681

(３)長期前受金戻入 1,066,505

(４)その他営業外収益 1,126 2,875,312

４

(１)
支払利息及び企業
債取扱諸費 327,812

(２)その他営業外費用 24,675 352,487 2,522,825

44,893

５ 3 3

６ 301 301 △ 298

45,191

25,923

19,268

令和６年度　村上市下水道事業補正予算予定損益計算書
(令和　6年　4月　１日から令和　7年　3月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

当年度未処理欠損金

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額
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（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 45,191

減価償却費 2,196,924

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,762

引当金の増減額（△は減少） △ 907

長期前受金戻入額 △ 1,066,505

支払利息 327,812

固定資産除却費 25,000

固定資産売却損益（△は益） △ 1

未収金の増減額（△は増加） △ 18,683

未払金の増減額（△は減少） △ 274

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 696

前払金の増減額（△は増加） 10,202

前受金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 347

小計 1,429,096

利息の支払額 △ 327,812

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,101,284

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 2,246,606

固定資産の売却による収入 1

423,638

受益者負担金等による収入 3

△ 4,154

4,154

394,200

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,428,764

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 0

一時借入金の返済による支出 0

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 1,864,700

1,249,656
　一般会計への出資金返還による支出 △ 45,500

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 595,387

資金増加額（又は減少額） △ 922,867

資金期首残高 1,178,877

資金期末残高 256,010

（単位：千円）

令和６年度　村上市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和　6年　4月　１日から令和 7年　3月31日まで）

△ 3,664,243
建設改良等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

　一般会計からの出資による収入

  国庫補助金等による収入

　短期貸付金による支出

　短期貸付金の回収による収入

　補償等による収入
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